
第40号様式

市税減免申請書
	　令和　　　年　　　月　　　日　

（あて先）　長崎市長

【申請者】
住所（所在地）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名（名称）代表者　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　
次のとおり法人市民税の減免をしてくださるよう証拠書類を添えて申請します。

	納　　税　　者
	住　所　（所在地）



	
	氏　名　（名　称）



	
	法 人 番 号
	

	年　度　

令和　 年 　月　 日～
令和　 年　 月　 日期分
令和 6 年度
	納　期　の　別　

　　　　　　　全　期　

　　　　　　　　分　　

　　　　　　　　　月　
	税　額　

　　　　　　　　　円　　



	《減免を受けようとする理由》　　

当法人は、特定非営利活動促進法第2条第2項に規定する法人で、収益事業を行っていないため、長崎市税条例第３０条第１項第４号及び同条例施行規則第８条第８号の規定により法人市民税の減免を申請します。


【注】　１　この申請書には、減免を受けようとする理由を詳細に記載してください。

　　　　２　この申請書は、均等割申告の納期限(令和6年4月30日)までに提出してください。
　　　　３　この申請書には、総会資料（事業報告書及び決算報告書）の写しを添付してください。

第40号様式

【 記 載 要 領 】

市税減免申請書
	　令和　　年　　月　　日　

（あて先）　長崎市長

申　請　者

住　所（所在地）　法人・団体等の所在地　　　　　　　　
氏　名（名　称）　法人・団体等の名称及び代表者名　　
　　　　　　　　　　　　　　※押印は不要です。

次のとおり法人市民税の減免をしてくださるよう証拠書類を添えて申請します。

	納　　税　　者
	住　所　（所在地）

法人･団体等の所在地

	
	氏　名　（名　称）

法人･団体等の名称

	
	法 人 番 号
	13桁の法人番号

	年　度　

令和　 年 　月　 日～
令和　 年　 月　 日期分
令和 3 年度
	納　期　の　別　


　　　　　　　全　期　

　　　　　　　　分　　

　　　　　　　　　月　
	税　額　


　　　　　　　　　円　　



	《減免を受けようとする理由》　　

当法人は、特定非営利活動促進法第2条第2項に規定する法人で、収益事業を行っていないため、長崎市税条例第３０条第１項第４号及び同条例施行規則第８条第８号の規定により法人市民税の減免を申請します。




【注】　１　この申請書には、減免を受けようとする理由を詳細に記載してください。

　　　　　　２　この申請書は、均等割申告の納期限(令和3年4月30日)までに提出してください。
　　　　　　３　この申請書には、総会資料（事業報告書及び決算報告書）の写しを添付してください。

※総会資料(事業･決算報告書等)が､減免申請書と同時に提出できない場合は、総会資料の提出予定日を必ず記入してください。→【例】○月○日総会開催のため、○月○日頃提出予定
特定非営利活動法人(NPO)　《新規》





特定非営利活動法人(NPO)　《新規》





年度


均等割申告書の


「事務所等を有していた期間」を記入。


【例：全期】


 令和2年4月1日


～令和3年３月３１日








税額


【例：全期】　50,000円


※年額50,000円×月数/12


　　　　　（100円未満は切り捨て）





納期の別


全期の場合は「全期分」となるため、「月」 を二重線で消す。


中途開設の場合は、１月未満を切り捨てた月数となるため、


「全期」を二重線で消して、その月数を記入する。


(例)令和元年11月15日設立　→　４月


(例)令和２年  3月15日設立　→　１月








